
嬉野市塩田庁舎等利活用基本構想策定支援業務プロポーザル実施要項 

 

 

第１ 実施の目的 

本プロポーザルは、「嬉野市塩田庁舎等利活用基本構想策定支援業務」（以下「本業務」と

いう。）を委託するに当たり、広く企画提案を募集し、最も適切な者を本業務の受託候補者

として特定することを目的とする。 

 

第２ 業務概要 

１ 本業務の概要 

（１）業 務 名  嬉野市塩田庁舎等利活用基本構想策定支援業務 

（２）業務内容  別紙「嬉野市塩田庁舎等利活用基本構想策定支援業務仕様書（以下「業

務仕様書」という。）」のとおり 

（３）委 託 料  上限５，５００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

          なお、本業務は令和４年度から令和５年度までの継続業務とし、年度

毎に次のとおり支払い限度額を設定する。 

          ・令和４年度予算計上額 １，８３０，０００円 

          ・令和５年度予算予定額 ３，６７０，０００円 

（４）業務期間  契約締結日から令和６年３月３１日まで 

          ※業務期間については今後の進捗により変更となる可能性がある。 

 

２ 嬉野市塩田庁舎等の概要 

  嬉野市塩田庁舎等（塩田庁舎及び周辺施設）の概要については、別添「嬉野市庁舎整備

基本構想」を参照のこと。 

 

第３ 募集要領 

１ 選定方針 

「嬉野市塩田庁舎等利活用基本構想策定支援業務プロポーザル選定委員会」（以下「選定

委員会」という。）において、業務提案書等、プレゼンテーション及びヒアリングによる

審査を踏まえ、本業務委託の候補者となる事業者を選定する。 

選定委員会の審査結果において、評価の最も高い提案者を受託候補者とし、次に評価の

高い提案者を次点候補者とする。 

 

 

 

 



２ スケジュール（予定） 

公告（公募開始） 令和４年１０月２１日（金） 

質問の受付期間 令和４年１０月２１日（金）～１０月２７日（木） 

質問への回答 令和４年１０月３１日（月） 

参加表明書等受付期間 令和４年１０月２１日（金）～１１月 １日（火） 

参加資格審査・通知 令和４年１１月 ４日（金） 

業務提案書等の受付期間 令和４年１１月 ４日（金）～１１月１８日（金） 

書類審査 令和４年１１月２１日（月） 

プレゼンテーション等審査 令和４年１１月２４日（木） 

審査結果通知 令和４年１１月２５日（金） 

審査結果の公表、契約締結 令和４年１１月下旬 

 ※事前説明会は実施しない。 

 ※参加表明の提出、新型コロナウイルス感染症拡大状況等により、その後のスケジュール

を変更する場合がある。 

 

３ 参加資格要件 

本プロポーザルに参加することができる者は、参加表明書の提出時点において、次の各

号に掲げる要件を全て満たす者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者

でないこと。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てをした者

にあっては更生計画の認可がなされていない者又は民事再生法（平成１１年法律

第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをした者にあっては再生計画の認可

がなされていない者でないこと。 

（３）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）に抵

触する行為を行っていない者であること。 

（４）参加表明書提出時点において、国又は地方公共団体から、それぞれの規定による指

名停止措置を受けていないこと。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号、第６号及び嬉野市暴力団排除条例（平成２４年嬉野市条例第２号）第２条

第４号の規定に該当する者でないこと。 

（６）令和３・４年度嬉野市入札参加資格（測量・建設コンサルタント等）を有している

こと。 

（７）過去１０年間において、国又は地方公共団体から受注した同種の業務実績を有して

いること。 

（８）国税及び地方税に滞納がないこと。 



４ 業務実施上の条件 

（１）業務の再委託 

業務の全部又は主要な部分を一括して第三者に委託してはならない。主要な部分以

外の第三者への委託に関しては、書面により本市の承諾を得るものとする。 

 

５ 本要項、資料の配布 

（１）配布期間 

   公告の日（令和４年１０月２１日（金））から 

（２）配布方法 

本要項及び必要書類は、嬉野市ホームページから必要に応じてダウンロードし、使用

すること。 

 

第４ プロポーザルの手続 

１ 本要項等に関する質問の受付及び回答 

（１）受付期間 

公告の日から令和４年１０月２７日（木）１５時まで 

（２）提出方法 

質問票（様式第１号）に記入し、メールにて提出すること。原則としてメール以

外の方法による質問は受け付けない。ただし、電話による受理確認は差し支えない。 

なお、送信に当たっては、表題を「塩田庁舎等利活用基本構想策定支援業務につ

いての質問」とすること。 

（３）提出先 

〒８４９－１４９２ 佐賀県嬉野市塩田町大字馬場下甲１７６９番地 

嬉野市 総合戦略推進部 企画政策課 庁舎整備推進室 

Email：kikaku@city.ureshino.lg.jp 

電 話：０９５４－６６－９１１７（直通） 

（４）質問に対する回答 

質問に対する回答は、令和４年１０月３１日（月）までに嬉野市ホームページに

掲載する。 

※質問のあった事業者名は公表しない。 

※回答内容は、本要項及び業務仕様書等の追加、修正事項として取扱う。 

 

２ 参加表明書等の提出 

本プロポーザルに参加を希望する者は、以下の要領で参加表明書等を提出すること。 

（１）参加表明書等の提出 

ア 提出期間 



公告の日から令和４年１１月１日（火）１７時まで 

イ 提出方法 

提出書類は、持参又は郵送等とする。 

受付時間は、提出期間中の平日８時３０分から１７時００分までとする（郵送、

宅配便による提出の場合は期限内必着のこと。）。 

ウ 提出場所 

本要項「第４ プロポーザルの手続、１ 本要項等に関する質問の受付及び回答、

（３）提出先」に同じ。 

エ 提出書類 

次に掲げる書類を各部数提出すること。 

提出書類 様式 添付書類及び留意事項等 部数 

参加表明書 第２号 添付する各様式・必要書類を確認し提出すること。 １部 

事業者概要書 第３号 会社概要等が分かるパンフレット等を添付すること。 

令和３・４年度 一般競争[指名競争]参加資格審査申

請書の受領書の写しを添付すること。 

１部 

業務実績調書 第４号 実績としての成果品を添付すること。 

同種の業務実績とは、庁舎等公共施設の基本構想策

定などの計画業務を元請として完了した実績や公共

施設等の利活用検討や再編検討などの計画業務を元請

として完了した実績をいう。 

１部 

 

３ 参加資格審査 

提出された参加表明書等による提出書類を基に参加資格の審査を実施し、令和４年

１１月４日（金）までに参加表明のあった全ての事業者へ電子メールにて結果を通知す

る。 

  

４ 業務提案書等の提出 

参加資格審査の結果、参加資格適合者となった者は、以下の要領で業務提案書等を提

出すること。なお、期限までに業務提案書等の提出がない場合は辞退したものとみなす。 

（１）業務提案書等の提出 

ア 提出期間 

参加資格審査結果通知日から令和４年１１月１８日（金）１７時まで 

イ 提出方法 

提出書類は、持参又は郵送等とする。 

受付時間は、提出期間中の平日８時３０分から１７時００分までとする（郵送、

宅配便による提出の場合は期限内必着のこと。）。 

ウ 提出場所 

本要項「第４ プロポーザルの手続、１ 本要項等に関する質問の受付及び回答、



（３）提出先」に同じ。 

エ 提出書類 

次に掲げる書類を各部数提出すること。 

No 提出書類 内容等 提出部数等 

１ 業務実施体制調書 

様式第５号 

配置予定者及び有識者を含

む業務実施体制を記載する

こと。 

協力者がある場合は、協力

先と役割分担を記載するこ

と。 

１部 

２ 配置予定者の経歴調書 

様式第６号 

配置予定者の保有資格者証

の写しを添付すること。 

実績が確認できるものの写

しを添付すること。 

１部 

３ 業務提案書表紙① 

様式第７号 

企業名・押印有り １部 

４ 業務提案書表紙② 

様式第８号 

企業名・押印無し ９部 

５ 

業務提案書 

※自由様式 

※Ａ３用紙二枚以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「嬉野市塩田庁舎等利活用

基本構想策定支援業務プロ

ポーザル評価基準」をもと

に本業務の実施方針・業務

フロー・実施体制・工程計

画・業務内容などについて

Ａ３二枚以内で簡潔にまと

めること。 

本業務を受注した場合、他

社より優位なアピールポイ

ントについて記載するこ

と。 

１部を様式第７号と共に

ホチキス止め 

９部を様式第８号と共に

それぞれホチキス止めを

すること 

※データでも提出するこ

と（様式第７号を含む。）。 

 

 

 

 

 

６ 
見積書 

※自由様式 

業務ごとの内訳金額及び合

計金額を明記したもの。 

１部（企業名・押印有り） 

※業務提案書における文字の大きさは、原則１０ポイント以上（図表中を除く）とす

ること。また、文書を補完するために必要な概念図や表、イメージ図等を使用する

ことは認めるが、別添の参考資料は認めない。なお、基本的な考え方をわかりやす

く簡潔に記述すること。 

※業務提案書には、提案者を特定することができる内容の記述（企業名や実績の名称

など）は用いないこと。なお、プレゼンテーション及びヒアリングにおける発言に

ついても、同様とする。       



※見積書は、令和４年度から令和５年度までの合計金額を記載すること。併せて、各

年度それぞれの金額についても明示し、各年度の積算根拠となる内訳を記載するこ

と。なお、見積金額は、消費税及び地方消費税を含む金額とし、税率は１０％で計

算すること。 

オ その他 

     業務提案書（様式第７号を含む。）は電子データとして電子媒体（ＣＤ－Ｒ）に

格納し、１部提出すること。データ形式はＰＤＦとする。 

 

５ 評価基準 

別に定める「嬉野市塩田庁舎等利活用基本構想策定支援業務プロポーザル評価基準」に

よる。 

 

６ プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

（１）プレゼンテーション及びヒアリング 

審査は、提出された業務提案書の内容と、業務提案書に関するプレゼンテーション

及びヒアリング（以下「プレゼンテーション等」という。）を踏まえ行うものとし、

その実施方法は以下のとおりとする。 

ア プレゼンテーション等の出席者は、本業務を担当する管理技術者（「業務仕様書 ４．

業務体制」を参照。）を必須とし、その他配置予定者の中から選出した計３人以内

とする。 

イ プレゼンテーション等の日時や場所等については、別途、メールで通知する。 

ウ プレゼンテーション等は、提出された業務提案書の内容に基づいて行うこととし、

新たな内容の資料提示は認めない。プレゼンテーションに必要な図表等の資料は、

必ず業務提案書内に記載すること。 

エ プレゼンテーションの持ち時間は２０分以内とし、その後に選定委員からのヒア

リングを２０分程度予定している。 

オ プレゼンテーションでスライドやパワーポイント等を使用する場合は、事前に報

告し、使用するパソコン等の機器は各参加者で用意すること。なお、プロジェクタ

ー、スクリーン及びＨＤＭＩケーブルは本市で用意する。 

カ プレゼンテーション等に参加しない場合は、審査の対象としない。 

キ プレゼンテーション等は非公開で行う。 

（２）受託候補者の特定 

ア 審査方法 

    審査は、選定委員会が、提出された提案書等とプレゼンテーション等の内容を評価

基準に基づき審査する。なお、選定委員会による業務提案及びプレゼンテーション等

の評価点により、最も評価の高い提案者を受託候補者とし、次に評価の高い提案者を



次点候補者として選定し、候補者として特定した旨の通知を行う。また、候補者とな

らなかったプレゼンテーション等の参加者にも、審査結果をメール及び書面で通知

する。ただし、評価点の合計が、満点の６割に満たない場合は、受託候補者及び次点

候補者として認めないものとする。なお、この審査に対する異議申し立てはできない

ものとする。 

イ １者提案 

提案者が１者の場合であっても、内容の審査を行い、選定の可否を決定する。ただ

し、評価点の合計が、満点の６割に満たない場合には、受託候補者として認めないも

のとする。 

（３）失格 

次の条件のいずれかに該当する場合には、失格となることがある。 

ア 提出書類が本要項の提出方法や条件に適合しない場合 

イ 虚偽の内容が記入されていることが明らかになった場合 

ウ 選定委員会の委員に直接、間接を問わず連絡を求めた場合 

エ 審査の公平さに影響を与える行為があったと認められる場合 

オ 参加表明書提出後から審査結果の通知の日までの間に、国又は地方公共団体

から、それぞれの規定による指名停止措置を受けた場合 

カ 審査結果の通知の日から契約締結までの間に、国又は地方公共団体から、それ

ぞれの規定による指名停止措置を受けた場合 

キ その他、本要項に違反すると認められた場合 

 

第５ 契約・その他 

１ 業務委託契約 

（１）契約の締結 

受託候補者として選定された者と契約交渉（業務内容、委託料等）を行った上で、

受託候補者が結果通知を受けた日から１０日以内に契約手続を行う。ただし、受託候

補者が、契約締結までの間に本要項「第４ プロポーザルの手続、６ プレゼンテー

ション及びヒアリングの実施、（３）失格」に該当すると認める場合又は何らかの事

故等により契約交渉が不可能となった場合は、その者との契約の締結を行わず、次点

候補者を契約交渉の相手方とする。 

（２）契約に係る業務内容 

契約に係る業務内容は、原則として業務仕様書及び提案書等に定める内容とし、受

託候補者と提案内容や諸条件について、協議の上、契約を締結する。ただし、提案さ

れた事項が全て業務内容に反映されるとは限らない。 

（３）契約金額 

本要項「第２ 業務概要、１ 本業務の概要、（３）委託料」に定める上限金額以



内とする。 

 

２ その他 

（１）提出書類の取扱いについて、提出された資料及びその複製は、本業務の選定以外

には提出者に無断で使用しないものとする。ただし、本市は、本プロポーザルに

係る情報公開請求があった場合、嬉野市情報公開条例（平成２６年嬉野市条例第

３３号）に基づき、参加表明書及び業務提案書等を公開することがある。 

（２）参加者から提出された書類等の著作権は参加者に帰属するが、本プロポーザルの

実施及び選定結果の公表等に必要な範囲内において、本市は無償で当該著作権を

使用できるものとする。 

（３）同一の参加者からの複数の業務提案書等の提出は受け付けない。 

（４）本要項に関する全ての手続に関しては、参加者は自らの責任と費用負担によりこ

れを行うものとする。 

（５）使用する言語は日本語とし、通貨及び単位は、日本国通貨、日本の標準時及び計

量法に定める単位とする。 

（６）提出された書類の訂正、追記、返却は認めない。また、要求する内容以外の書類

や図面等は受理しない。ただし、軽微な修正等で本市が必要と認める場合は、こ

の限りでない。 

（７）プレゼン等の順番は、業務提案書の提出順とする。 

 


